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法人全額負担分

本来受領すべき利

用者負担額の１％

(Ｃ 60,000円)P

公費で1／2負担(D 120,000円)�

法人が1／2負担(120,000円)~

軽減総額(B 300,000円)�







介護サービス事業所の皆さまへ





生計困難者等に対する介護保険サービスに係る


利用者負担額軽減制度の実施について（お願い）





社会福祉法人等が利用者負担を軽減した場合に、公費でその一部を補助するものです。


低所得の方への支援のために、事業実施に御協力をお願いします！！





愛知県の実施状況…


実施法人割合　　８４％


実施事業所割合　８１％


(令和２年１１月現在)


全ての社会福祉法人の事業所において、事業を実施していただくことを目標としています。


事業を実施する場合は、事業所所在地の市町村長及び愛知県知事に


申出書の提出をお願いします。








【助成額の算定】


「軽減総額」から「『本来受領すべき利用者負担額』の１％」（控除額）を控除した額を補助基準額とし、この基準額の１／２の範囲内で保険者（市町村等）が補助します。


例えば…


訪問介護、サービス利用者50人、軽減(1/4)対象者10人、1人1月当たりの自己負担額10,000円の場合


・本来受領すべき利用者負担額　50人×10,000円／月×12月＝6,000,000円…Ａ


・軽減総額　　　　　　　　10人×10,000円／月×12月×1／4＝300,000円…Ｂ


・法人全額負担分(Ａ×1％) 　　　　　　　　6,000,000円×1％＝60,000円…Ｃ　　　　図にすると…


・補助額((Ｂ－Ｃ)×1／2)　　  (300,000円－60,000円)×1／2＝120,000円…Ｄ　　　　


�


※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設サービスについては、算定方法が異なります。





【軽減対象サービス】


訪問介護、通所介護、短期入所生活介護※、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護※、小規模多機能型居宅介護※、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護福祉施設サービス、第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業、第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業


（※は介護予防サービスを含む）





御不明な点がございましたら、事業所所在地の市町村(介護保険担当課)、愛知県福祉局高齢福祉課(052-954-6288)へお問い合わせください。








